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テムの体系化と汎用化を目的に施工情報を従来の 2 次元情報である図面情報に加えて、3 次
元情報として取り扱われる地形データとの連携に努め、施工 CALS の中核になる施工情報




























































































































































関西国際空港第２期工事の埋め立て工事へ 5 年間で 3,500 万 m³の採掘土の供給による造成
工事を事例に記述するものである。 




















































建設業の生産性は低下しており、図 2-1 の示す内容は、1990 年より 15 年間で 26％程度、
金額にして約 1,000 円/人・時間の低下となっている。 
一方、製造業はコンカレントエンジニアリングなど種々の生産性向上とアウトソーシン




















































(a) 従来施工     (b) 性能発注 










































   






























図 2-4 気候モデルによる地球全体気温の変化予測 
 
一方、建設分野の CO2の排出状況（図 2-5）は、1990 年度比較で 43.3％の減少している
が、工事量の減少要因を含んだ実績であり、その減少要因 35.5％を考慮すると実質は８％
の減少にとどまる。大手建設業 3 団体(日本建設業団体連合会(日建連)、日本土木工業協会(土













































 ② 参画する人により求める情報が異なる。 




















































表 2-1 施工情報利用における課題の整理 12) 
  
時間的要素 空間的要素 人間的要素 
 時間がかかる情報収集  複雑なプロセス  手間がかかる情報収集 
   大量なプロセス  面倒な報告書作成 
 標準化による迅速化  散乱している情報  立場で異なる利用情報 





 意思疎通の悪さ  情報の埋没化  膨大な紙情報 
   不統一な情報環境   
















Engineering 以下 CE と記する)とは、1988 年 7 月に始まった DARPA(Defence Advanced 

















































図 2-７ コンカレントエンジニアリングの導入による情報への効果 9) 














      (a)改善前の生産断面      (b)改善後の断面 








































「従 来 工 法」 「重機併用ベンチ発破工法」
 －16－ 
 
り、ベンチは自立)②バックホウによる自食いの積込みと 2 工程作業に工程を簡素化させた。 
本 CE 事例は、繰り返し作業の中での工程簡素化の事例であり、積込み・運搬のサイクル





































本工事で開発した GPS 土量管理システムを示す。可搬型 GPS(作業員が GPS 機材を担い
で測量する方式(写真 2-2)、車載型 GPS(写真 2-3)と船舶搭載型(写真 2-4)により、陸上から
海底までの地形を３次元的に取得し、原地形データとの差分を演算することにより、土量
の変化量を自動的に計測管理できるシステムである。 
さらに、1997 年には、施工システムの体系化と汎用化を目的に施工情報を従来の 2 次元
情報である図面情報に加えて、3 次元情報として取り扱われる地形データとの連携に努め、
施工 CALS の中核になる施工情報管理プログラムを開発した 3)。 
また、1999 年から 2004 年にかけて、旧日本道路公団大規模盛土工事(写真 2-5(a))におい
て、締固め重機の GPS による軌跡データを基本データにした、盛土施工の効率化と盛土品
質の高度化を可能とするシステムを開発運用し、施工時に取得できた情報を効率的に利用










(a) 新名神高速道路 大規模土工事現場    (b) 関西国際空港 2 期空港島建設工事 
写真 2-5 情報利用を模索する工事の例 
 











































































































雑で汎用性に乏しい 3 次元 CAD と空間や時間の取り扱いを受ける 2 次元 GIS の運用上の
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第３章 大規模土工事へ施工 CALS の適用 
 
３．１ 適用工事の概要 





















稼働開始は、1988 年(昭和 63 年)の関空１期造成工事への埋め立て材の供給からであり、
関空２期への採掘終了(2005 年)まで 18 年間に渡り稼働し、採掘設備の設置から撤去、そし
て会社清算まで 24 年を要した約 1/4 世紀にわたる長期かつ大規模なプロジェクトである。 
採掘地は、標高 170～300m の山地に位置し、面積は約 148ha と広大で、地質は花崗岩
帯であり風化度合いにバラツキが大きく未風化の硬岩から土砂まで変化に富んだ分布とな
っている。地山を発破し大型重機により積込み・運搬された岩・土砂は、破砕機を通し









































           図 3-3 津名採土地の作業フロー14) 
 


































































  図 3-4 関空 1 期(1988 年 10 月～1990 年 7 月)最盛期の出荷実績 
 
 適用現場が関空１期向けに本格稼働したのは、1988 年 10 月から 1990 年 7 月の 23 カ
月間でありその内容(図 3-4)を照査すると年間最大出荷量は 801.7万m³/年間(1989年 1月～
1989 年 12 月)、月間出荷量は 81.3 万 m³/月(1989 年 10 月)、日平均出荷量は 3.49 m³/日(1989
年 8 月)であり、その 23 カ月の日平均出荷量は 31,900 m³/日であった。 
 
(2) 生産設備と設備能力 










































































クラッシャーは 3 基設置しており、その破砕能力が１基あたり 840t/時間であるため全体破
砕能力は 2,520 t／時間となり、出荷量 6,800t/時間の 37％と約 1/3 の破砕能力を備えてい
ることである。破砕能力 2,520 t／時間の範囲内で採掘出荷量 6,800t/時間を維持しつつ稼働
させることが求められている。 
 






図 3-5 生産系統の制約条件と設備能力図 
 
(3)稼働時間 
 稼働時間は図 3-5 にも示しているが、朝 7 時から 19 時までであり、そのうち採掘地から




り稼働時間 12 時間を乗ずると１日最大出荷量は 1 日 6,800t＊12 時間=81,600t/日、m³換算
すると 46,000m³／日となる。月間最大出荷量は、平均稼働日数 25 日を考慮すると 115 万
m³/月、年間最大出荷量は平均稼働日数 250 日/年を考慮すると 1,150 万 m³/年間となる。 
                  
(5)目標の設定 
 関空２期への出荷目標は、設備の最大能力での稼働による出荷を目標にし、稼働率も８
５％と高めの設定として、平均出荷量で 40,000 m³/日、月次で 100 万 m³/月、年間で 1,000






         図 3-6 関空１期実績と関空 2 期の出荷目標 
 
発 破  積込み 
運搬工 
破砕 840t/時間３基 





関空 2 期目標 
1 年間      1 日 
 1,000 万 m³ 平均 40,000 m³ 
関空 1 期実績 
1 年間     1 日 
 800 万 m³ 31,900 m³ 
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を立案し、建設事業の管理(施工管理)することになる。高度情報化施工と施工 CALS を適用









現状設備と生産ラインの制約条件については図 3-7 の通りである。 
 















 ⅰ) 設備の老朽化と設備稼働の現状を調査する。 
ⅱ) 生産運搬ラインを増設し、2 系統での生産をする 
ⅲ) 生産設備を改造し、ベルトコンベアの幅を拡大する。 
ⅳ) 生産設備を改造し、ベルトコンベアの運搬速度を増大させる。 





発 破  積込み 
運搬工 
破砕 840t/時間３基 





くは、第 3 章 3.3.4 採土運搬設備の補修・改造に記述する。採掘重機は、大型化を基本とし





しているために、空転時間が必要であり、積込みの効率化に努力しても 1 隻あたり 3 分程
度の空転が発生し、最盛期の就航船舶数 17～20 隻を想定すると 51 から 60 分のロス時間と
なり、出荷量に換算すると 1 日当たり 3,800m³、月当たり 9.5 万 m³、年間 95 万 m³となり、













 6,800t/時間で 12 時間船積みを実施するためには、採掘、破砕と貯鉱の稼働時間が 11 時
間 15 分であることより 7,300t/時間の生産が必要となる。関空 2 期の 3,500 万 m³の出荷で
は採掘地の芯部分までを採掘するために硬岩比率の増大が予想されることから破砕能力が
出荷量を左右する要素となるため能力の増大を検討した。増大への代替え案としては、 
ⅰ)破砕ラインの増設をすることであり、具体的には現状 3 ラインの破砕ラインを No.00～
No.0～No.1 までを増設し破砕能力を増大させる。 
ⅱ)採掘地にスクリーンと破砕機を設置し、ダンプ運搬途上で 1 次破砕し、その後に破砕ラ
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した施工計画を作成したが、その中核となるのが 10m キューブを利用した 3 次元 GIS によ
る採掘地の地質、位置データの採掘への利用であり、これにより破砕機の限られた能力を
クリティカルとした制約下での最大安定出荷の達成への目処が立ったのである。 
その主たる計画は下記 1)から 5)の通りであり、その内容については本論で概略を記述する。 
1) ホッパー(土砂投入口)周辺整備効率化計画 
2) 採土輸送設備 補修・補強・改造計画 
3) 採掘地管理システム計画 
4) 桟橋周辺海域航行監視システム 
(  4)は関空、関空用地造成会社と古野電気が開発したシステム ) 
5) 採掘計画 
 
３．３．１．１ 適用工事の稼動条件  
関空２期工事における採掘地の稼働条件は、周辺の要求より次の条件で生産活動を実施
する事となった。稼働日及び稼働時間については、 
 (1) 月曜から土曜日までを稼働日とし日曜日は休日とする。祭日も稼働する。 

























(a) 船積みの作業サイクル       (b) 採土・貯鉱の作業サイクル 















（=40.3×0.7 + 24.3×1.0）と推定した。 
 
表3-1 土軟硬別 掘削土量 
速度
(km/s) 岩級区分 土岩分類 
土量比率
(%) 
0.5～0.8 D 土砂・軟岩Ⅰ 35.4  
1.4～1.8 CM・CL 混在 軟岩Ⅱ 40.3  
2.8～4.8 CM（～CH） 硬岩 24.3  
計 100.0  






















(c) 東西横断の南側側線      (d) 東西横断の北側側線 





関西国際空港への供給材料(山砂材)の品質管理基準は表 3-2 のとおりである。 
 
表 3-2 関西国際空港㈱の山砂材の品質管理基準 
管 理 
項目 


























JIS A 1102 












          
(2)  生産時の品質管理 
 適用工事では、(1)の関空品質管理基準に適応した供給材料を生産するために以下の 1)、
2)で供給材料の品質管理を生産プロセスの管理と生産後の品質確認について記述する。 
１) 生産時のプロセス管理としては、下記の 1～3 に示すとおりである。 
1. 最大骨材寸法の管理については、 
a.グリズリバー(写真 3-3 の縦ふるいの目)の間隔を 200ｍｍとする。 
b.破砕機の破砕径を 150mm とする。 
a、b を定期的に計測し a については間隔調整、b については溶接による肉盛りの実施
により最大骨材を 200mm 以下として管理にする。 
2. シルト分以下(75μ以下)の細粒分含有率については、メスシリンダー法により計測し、
短時間で結果を把握している。1 日 1 回程度。 






                  破砕機(ジョークラッシャー) 
 
                  グリズリバー 
 
 








３．３．２  採土工の施工計画 
適用工事では、大量かつ安定採掘を行なうと共に周辺への環境負荷と走路の輻輳低減を
計るため、大型重機による施工とベンチ発破工法を基本とした。 






















平均出荷量は 1 日当たり 40,000 万ｍ3、1 月当りの出荷量は 100 万ｍ3、年間 1,000 万ｍ3
である。出荷供給目標量は、関空１期の出荷実績を大きく上回ものであり、関空１期の実









と大型運搬機械 9～10 台を用い、時間当り最大 7,000t(約 4,000ｍ3）の採土を計画とした
（表 3-3 参照）。１日当りの最大出荷量は 44,000ｍ3、１月当りの最大出荷量は 100 万ｍ3





表 3-3 ２期工事の主要重機 
分類 名称 仕様 台数 
積込機械 
※バックホウ 13.5m3級  2 
 ホイルローダ(A) 11.0m3級  1 
※ホイルローダ(B) 13.0m3級  1 
運搬機械 ※ダンプトラック 
91t  9 
87t  3 
集土機械 ブルドーザ 
95t級  4 
63t級  1 
破砕機械 ブレーカ 3,250kg級  2 
走路整備 
モーターグレーダ 4.9m  1 
散水車 30t  1 
散水車 10t  2 
発破作業 クローラドリル  2 
計  28 










写真 3-4 採掘ヤード(北部より投入口方向)    写真 3-5 バックホウ積込み作業 
 
 







写真 3-6 ダンプ運搬作業       写真 3-7 大型重機(ホイールローダ)の積込 
 
 
























































































































































































に よ る 積 込
ﾍ ﾞﾝ ﾁ発 破 ﾊﾞｯｸﾎｳ
に よ る 積 込
ﾊﾞｯｸﾎｳによ る 積込
「従来 工法 ｣
「重機 併用 ベンチ 発破工 法」
ﾎｲｰﾙ ﾛｰﾀ ﾞによる積 込
ﾌﾞﾙ ﾄﾞｰｻ ﾞによるﾘｯﾋ ﾟﾝｸ ﾞ・集 土
「従 来 工 法 」 「重 機併 用ベンチ 発破 工法」















(a) 重機併用ベンチ発破工法の積込み状況     (b) 集土～積込み(従来工法) 







みの設備が含まれる。その設置延長は 2.2km と長大であり、設置場所も標高 170m の山地
より海上部までに及ぶ(図 3-17)。設置場所も、高さ 30m の貯鉱部から国道上部、旧国道の












































図 3-17 設備計画平面図 
 －44－
本制約条件をもとに、個別技術による効率化と情報活用による工事の協働を実現に取り




















(a) 投入口前面              (b) 投入口側面 
写真 3-9 ダンプトラックによる投入口への投入状況 
 
その容量は約 500m3とダンプトラック 10 台程度となっている。稼働するダンプトラック
が 40 秒に 1 台、3 か所のホッパー前で切り返し・後進し・投入口に車両を付け・ダンプし(写
真 3-9)・ベッセルを下し・前進の作業を繰り返す、その延べ回数は 1 日当たり 730～800
回程度となる。全幅 29m に 3 か所の投入口を設けているため、1 投入口当たりの幅は、9.5m
となる。ダンプトラックの幅は 5.2m であり隣接する投入口へのダンプトラックとの余裕幅






















図 3-18 投入口（ホッパー）周辺補修・改造計画 
 
⑵ 破砕施設と改造計画 

























































項目 仕様 （A、B 機） 仕様 （C 機） 
ﾒ ｰ ｶ ｰ 栗本鉄鋼所 神戸製鋼 
形 式 7254-ST-SP ST54-74 
能 力 MAX 840t/h･台 
供給口寸法 W1,850×L1,350mm W1,880×L1,370mm 
出 口 ｾ ｯ ﾄ O.S.S  230mm 
電 力 機 220kW(3,300V×
60Hz) 
260kW(3,300V×60Hz) 
原石最大塊 1,000 mm×1,400 mm×1,800mm 
 
C B A
ﾍﾞﾙｺﾝ№ 単位 №0BC №1BC
台 数 台 1 1 
輸送能力 t/h 7,500 
ﾍ ﾞ ﾙ ﾄ 幅 mm 1,600
ﾍﾞﾙﾄ速度 m/min 260 
水平機長 m 105.0 239.5
揚 程 m 2.0 7.7 
設備動力 kW 150×1 220×1
電 源 V×Hz 3,300×60  
第３章 大規模土工事へ施工 CALS の適用 
 －47－
し設置個所の条件よりデッドストックは 10 万 m3実質のストック量は 1 万 m3として運用







 ② 貯鉱引出しホッパーを改造 ( 対摩耗性能を高めた ) 























図 3-22 ベルコン運搬設備の写真(No.2～7)と設備能力図 
 
従って、No.０～No.１ベルトコンベア(破砕設備～貯鉱場)はベルト速度が 260m／分で輸













台 数 台 1 1 1 1 1 1 
輸送能力 t/h 6,800 




水平機長 m 211.0 235.0 423.5 249.2 258.4 389.0














電 源 V×Hz 3,300×60  
 －48－
ベルト速度が 250m／分で輸送能力は 6800ｔ/h(図 3-22)となっている。また、投入口が標


























ームコンベアによる方式であり、ベルトコンベアの伸縮長さは 23m となっている(写真 3-10
～13)。シップローダーの長さは積込み船舶の幅をもとに決定されており、本桟橋への就航





真 3-14、写真 3-15)がポイントの一つであった。 
 



































図 3-24 シップローダー設備と改造計画図 
 
 
項目 単位 ｼｯﾌﾟﾛｰﾀﾞｰ ﾌﾞｰﾑｺﾝﾍﾞﾔｰ 
台 数 台 1 2 
能 力 t/h － 6,800 




水平機長 M － 23 
設備動力 KW 11×4 (110+7.5)×
2 






































    写真 3-14 被膜防食工         写真 3-15 電気防食工 
 


































































































































表 3-5  関空２期工事の主要重機 
分類 名称 仕様 台数 
積込機械 
※バックホウ 13.5m3級  2 
 ホイルローダ(A) 11.0m3級  1 
※ホイルローダ(B) 13.0m3級  1 
運搬機械 ※ダンプトラック 
91t  9 
78t  3 
集土機械 ※ブルドーザ 
95t級  4 






※モーターグレーダ 4.9m  1 
※散水車 30t  1 
散水車 10t  2 
発破作業 クローラドリル  2 
計  28 




































分類 名称 仕様 台数 
積込機械 
バックホウ 11.0m3級  1 
ホイルローダ 11.0m3級  3 
運搬機械 ダンプトラック 
78t  3 
45t 12 
集土機械 ブルドーザ 
 63t級  4 
 32t級  1 
走路整備 
モーターグレーダ 4.1m  1 
散水車 10t  2 
発破作業 クローラドリル   1 















第３章 大規模土工事へ施工 CALS の適用 
 －55－
 







密度(g/m3) 0.8332 0.8719 0.83 0.795 
セタン指数 56.7 44.1 45以上 － 
動粘度 
(cst) 2.637 3.241 2.5以上 1.5 
10%残炭分 
(%) 0.39 0.58 0.1以下 － 











































































































































































機種名 改造内容 改造前 改造後 
バックホウ バケット容量増 11.0m3 13.5m3 
ホイルローダ(B) バケット容量増 12.3m3 13.0m3 
ダンプトラック ベッセル容量増 60.0m3 67.0m3 























































写真3-21 バックホウのバケットの補強    写真3-22 補強バケットによる積込み作業状況 
 
 















から、推定寿命を摩耗率85%とすると 6,500 ～ 7,000 時間との結果が得られた。 
※ヒートセパレーション：タイヤ内部に発生した熱が最初に接着剤を溶かし、コードな






























































































































 ②  情報の入手と確認のために、多くの参画者が移動している。 
 ③ １日の採土地の運営のポイントは、｢生産量の把握」と「船積み量の確保」であり、 
そのプロセス管理の指標として、「積込み機のサイクルタイム」と「貯鉱量の増減」に着
目している。 










1 期実績→2.8～3.2 万 m3／日 年間 700～800 万 m3／年(250 日) 稼動期間 1.5 年 























表 3-11 施工情報利用における課題 6) 
  
時間的要素 空間的要素 人間的要素 
 時間がかかる情報収集  複雑なプロセス  手間がかかる情報収集 
   大量なプロセス  面倒な報告書作成 
 標準化による迅速化  散乱している情報  立場で異なる利用情報 





 意思疎通の悪さ  情報の埋没化  膨大な紙情報 
   不統一な情報環境   











































































項目 ﾊｻﾞﾏ 発破 吉田組







































































因を構成している。図 3-30 は、関空１期時点の採土工全体の作業フロー、図 3-31 は貯鉱
量の確認と採土量の変更判断のフローを調査したものである。多くの人々がそれぞれの所
属組織の中で業務を分担し、作業を行っている。貯鉱量の確認作業について、詳細作業を








































































































































































































情報形態 情報量 処理時間 情報形態 情報量 処理時間 情報形態 情報量 処理時間 情報形態 情報量 処理時間 情報形態 情報量 処理時間 情報形態 情報量 処理時間 情報形態 情報量 処理時間
１.有効貯鉱量の現在量
　① 把握を指示 ●
　② 現在量を確認・報告 Ｕ 10 Ｕ 10 Ｍ 80 Ｍ 120
２.土運船到着時刻
　① 把握を指示 ●
　② 到着時間調査・報告 Ｕ 10 Ｕ 10 Ｍ 180 Ｍ 360
３.船積レートの現状
　① 把握を指示 ●
　② 船積レート集計・報告 Ｕ 10 Ｕ 10 Ｍ 150
４.クラッシャでの岩比率(負荷)
　① 把握を指示 ●
　② 使用電力量確認 Ｍ 24
　③ ｴﾌﾟﾛﾝﾌｨｰﾀﾞ回転数確認 Ｍ 24
　④ 投入ﾎｯﾊﾟの投入偏り確認 Ｍ 60
　⑤ 岩比率を推定報告 Ｕ 10 Ｍ 60 Ｍ 120
５.時間当り土砂生産量
　① 把握を指示 ●
　② 積込機械現在地の確認 Ｍ 20
　③ 積込機械①Ｇrのｻｲｸﾙﾀｲﾑ Ｍ 120
　④ 積込機械②Ｇrのｻｲｸﾙﾀｲﾑ Ｍ 120
　⑤ 積込機械③Ｇrのｻｲｸﾙﾀｲﾑ Ｍ 100
　⑥ 積込機械④Ｇrのｻｲｸﾙﾀｲﾑ Ｍ 100
　⑦ 各Ｇrの時間当り生産量計算 Ｍ 60 Ｍ 60






　② 切羽変更の積込機械ｻｲｸﾙﾀｲﾑ Ｍ 120
  ③ 切羽変更なしの積込機械ｻｲｸﾙﾀｲﾑ Ｍ 80 Ｍ 100
　③ 同上時間当り生産量計算 Ｍ 60 Ｍ 60
　④ 土砂生産量集計・報告 Ｕ 10 Ｍ 60
１０.クラッシャでの岩比率（負荷）
　① 把握を指示 ●
　② 使用電力量確認 Ｍ 0
　③ ｴﾌﾟﾛﾝﾌｨｰﾀﾞ回転数確認 Ｍ 0
　④ 投入ﾎｯﾊﾟの投入偏り確認 Ｍ 0
　⑤ 岩比率を推定報告 Ｕ 0 Ｍ 0 Ｍ 0
1１.有効貯鉱量の現在量
　① 把握を指示 ●
　② 現在量を確認・報告 Ｕ 0 Ｕ 0 Ｍ 0 Ｍ 0
１２.船積レートの現状
　① 把握を指示 ●
　② 船積レート集計・報告 Ｕ Ｕ Ｍ 0
１３.土運船到着時刻
　① 把握を指示 ●
　② 到着時間調査・報告 Ｕ 10 Ｕ 10 Ｍ 0
１４.配船変更の判断 Ｍ 20 Ｍ 40
１５.配船変更の連絡調整
　① 山土連絡会との調整 Ｍ 40 Ｍ 80
　② 協力会社との連絡調整 Ｍ 120 Ｍ 40 Ｍ 40 Ｍ 40 Ｍ 40
110 310 1080 480 388 190 400
貯鉱班 船積班 桟橋班
元請　ＪＶ 協力会社
工事課長 工事主任 工事係 採土班





































































































































































































































情　報　の　内　容 所長 課長 主任 係 所長 職長 ｵﾍﾟﾚｰﾀ職長 職長 ｵﾍﾟﾚｰﾀ職長 ｵﾍﾟﾚｰﾀ職長 綱取り
採土 重機稼働状況（映像） ● ● ●
重機稼働状況（パソコン画面） ● ● ●
切羽別時間当り積込量（土軟硬別、ﾘｱﾙﾀｲﾑ） ● ● ● ●
運搬機械別サイクルタイム（ﾘｱﾙﾀｲﾑ） ● ●
ホッパ別投入量（土軟硬別、ﾘｱﾙﾀｲﾑ） ●
日当り掘削運搬量 ● ● ● ●
土軟硬分布（弾性波探査） ● ● ● ● ● ●
時間当り積込量平面分布 ● ● ● ●
重機稼働時間 ● ● ●
重機燃料消費量 ● ● ● ●
発破 削孔速度平面分布 ● ●
装薬量平面分布 ● ●
振動測定結果平面分布 ● ● ●
低周波振動測定結果平面分布 ● ● ● ●
破砕 クラッシャ稼働状況（映像） ● ● ● ● ● ●
クラッシャ負荷状況（パソコン画面） ● ●
貯鉱 貯鉱状況（映像） ● ● ● ● ● ● ● ● ●
ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ 振動ﾌｨｰﾀﾞ稼働状況（パソコン画面） ● ● ● ●
ﾍﾞﾙｺﾝ稼働状況（パソコン画面） ● ● ● ● ● ● ●
船積み 現在積込土運船名 ● ●
現在積ﾄﾝ数 ● ●
船積レート ● ● ● ●
切替ロスタイム ● ●
船積開始時刻予実績 ● ● ● ● ●
配船変更状況 ● ● ● ●
船積ﾄﾝ数予実績 ● ●
船積終了予想時刻 ● ● ● ● ● ● ●
日当り出荷量 ● ● ●
土運船 着桟予想時刻 ● ● ● ● ●
桟橋着桟状況（映像） ● ● ● ●
その他 埋立海域気象状況 ● ● ● ● ● ●
桟橋管理採土ＪＶ 破砕 船積
行動および判断内容
貯鉱量 採掘計画の変更の必要性 ● ● ●




昼休み時の重機稼動の必要性 ● ● ●
船積みレート変更の必要性 ● ●
船積み予定の確認 ● ● ● ● ●


































































































































雑で汎用性に乏しい 3 次元 CAD と空間や時間の取り扱いを受ける 2 次元 GIS の運用上の











































































(2)  重機最適配置への改善 
重機最適配置シミュレーションフローについて具体的には、以下の 1)～3)の手順とな
る。 
 1) 採掘場所を考慮した重機配置計画を 










































































3. 出力結果  












土砂 0 0.75～0.94 0.86 0
軟岩 771 1000 0.76～0.91 0.84 0.8 2 1542
硬岩 0 0.72～0.83 0.76 0
土砂 0 0.75～0.94 0.86 0
軟岩 0 0.76～0.91 0.84 0
硬岩 664 1300 0.72～0.83 0.76 0.76 3 1993
土砂 829 1000 0.75～0.94 0.86 0.86 3 2487
軟岩 0 0.76～0.91 0.84 0
硬岩 0 0.72～0.83 0.76 0
土砂 1009 700 0.75～0.94 0.86 0.94 2 2019
軟岩 0 0.76～0.91 0.84 0
硬岩 0 0.72～0.83 0.76 0
積込機能力 検討
作業効率 作業効率 土砂 0
RANGE AVE 軟岩 1542
土砂 0 0.76～0.90 0.79 1.05 31 硬岩 0
軟岩 1852 0.63～0.80 0.71 0.71 1.04 土砂 0
硬岩 0 0.70～0.97 0.77 0.8 軟岩 0
土砂 0 0.76～0.90 0.79 1.05 31 硬岩 1505
軟岩 0 0.63～0.80 0.71 1.04 土砂 1547
硬岩 1505 0.70～0.97 0.77 0.75 0.8 軟岩 0
土砂 1547 0.85～1.00 0.95 0.95 1.03 41 硬岩 0
軟岩 0 0.90～1.00 0.95 0.92 土砂 2010
硬岩 0 軟岩 0
土砂 2010 0.85～1.00 0.95 0.95 1.03 41 硬岩 0






硬岩 1505 100 1505































































































































































































































  (2) 求める情報を 


























































































































４．２．１ 施工 CALS の全体像 
 前記のコンセプトを模式化したものが図 4-1 であり、採土地のシステム(図
4-2)は、以下の様な機能を有している。 
機能(１ ) ＧＩＳを利用した情報管理 
    地盤情報や重機情報等を、ネットワークを利用してリアルタイムに情
報ユニットに格納し、情報を精密に管理する技術 
機能(２）３次元マッピング 
    現場で稼働する重機の情報や、材料別に区分された地盤情報をもとに
リアルタイムに生産量を把握する技術 
機能(３）意志決定支援 











































     等 
施工情報の収集 
① GPS＝重機位置管理 





























図 4-4 情報ユニットと情報管理 
 
また、複数の工程間に連携を持たせ、調和型の統合化システムを構築するこ



































         図 4-5 システムの全体構成 
 




































































図 4-7 ハードウェアの全体構成 
 























































































































(a) 管理ブロック割図         (b)  管理ブロックの三次元モデル 
図 4-9 管理ブロック割図とモデル化 
 




  ( 土砂・軟岩境界 ) 
３次元地質境界線データ2







ｍ3であることや、ベンチ発破のための孔の深さが 7～10ｍであること、及び 4.5m の穿孔間
隔であることなどの理由による。以下にモデル化をし、採掘場をキューブの集合体として
捕らえたものについて２例を提示する。図 4-9 は、200m×200m の管理区域を最小寸法で













(a) 従来施工の情報管理断面      (b) 3 次元 GIS による情報管理断面 



























（積込機械、運搬機械）に搭載されたＩＣカード書込装置１２(図 4-13)に IC カードを差し
込む。次に、IC カード書込装置１２(図 4-13)のタッチパネルから所定の入力操作を行い（Ｓ
２ １ １）、作業の開始・終了時間、その他重機の稼動に関する情報がＩＣカードに記録さ
れる（Ｓ ２ １ ２ ）。続いて当日の施工が終了した後に、現場事務所に設置された IC カ
ード読取装置２９に IC カードを差し込む。次に、IC カード読取装置２９のタッチパネル
から所定の入力操作を行って、IC カードに記録された重機基本データを当該装置に読み取















図 4-13 車載ユニット周り構成図 
 
  




























































































































































































































































































































図 4-19 従来の施工管理エリア（２次元）     






３次元 GIS を採用した本管理システムとの対比で説明すると図 4-19 と図 4-20 の対比とな






























































































   
  
図 4-23 長期（年間）の PDCA サイクル 
 
















図 4-24 日常の PDCA サイクル 
 






























































































































　 積 込 機 械 A を
　 切 羽 ① か ら ② へ 移 動
目 標 値













   「位置情報」……･ ブロック位置(x、y､標高値［m]） 
 「地盤情報」……･ 地質（土砂ｏr 軟岩 or 硬岩）、地盤振動値（定点３ケ所における計
測値:［dB］）、低周波振動値（定点 1ヶ所における計測値［dB] 
2) 施工条件に関わる情報 
   「施工機械情報」…… 積込機械ＩＤ（ＩＤ番号）、運搬機械Ｉ Ｄ （ＩＤ番号）、ホッ




   「発破関連情報」…… 発破日､発破係数（ｋｇ／ｍ³）、発破効果判定（（岩の割れ方の
程度を良・普通・悪で評価) 
















































図 4-26 情報ユニットへの格納データ 
 


























































図 4-27 重機稼働情報収集システム 













































図 4-28 稼動日報(例) 
 



































         図4-29 破砕機・ベルトコンベア監視のシステム 
 
４．３．２ 設備稼働情報の提供 
































































































































第５章 施工 CALS 適用の評価 
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採掘量にして 200～250 万 m³に一回程度の実施にとどまっていた。施工 CALS を導入し















































               図 5-3 加工情報の配信 
 
５．１．３ 情報の共有化と双方向化 (土砂投入量の管理) 
 この情報を活用し判断を実施する部分に大きく寄与したのが「情報の共有と双方向化」
である。以下に従来の「一方向型情報発信」と施工 CALS 導入により実現させた「情報の













       (a) 一方向型情報発信      (b) 情報の共有と双方向システム 
              図 5-4 情報の共有と双方向化 
 
発破
行動および判断内容 所長 課長主任 係 所長職長ｵﾍﾟﾚｰﾀ 職長職長ｵﾍﾟﾚｰﾀ 職長ｵﾍﾟﾚ ﾀｰ
貯鉱量 採掘計画の変更の必要性 ● ● ●




昼休み時の重機稼動の必要性 ● ● ●
船積みレート変更の必要性 ● ●
船積み予定の確認 ● ● ● ● ●
時間当り積込運搬量の確認 ● ● ●
クラッシャ稼動状況の確認 ● ●




















重 ﾀﾞ ﾝ ﾌ ﾟＡｸﾞ ﾙｰ ﾌ ﾟ
重 ﾀﾞ ﾝ ﾌ ﾟＢｸﾞ ﾙｰ ﾌ ﾟ


























































































































 以下の図 5-7 に施工 CALS 導入によりコンカレントの効果で、プロセス数と作業時間の













        図 5-7 コンカレントの効果による改善の対比 
 






「確認」「報告」等工程の簡素化(コンカレント)により、工程数を 69 から 19 ステップへ、
所要時間を 105 分から 35 分へ短縮できたことを示している。「貯鉱量の確認作業」につい
て、改善前のフローを図 5-8(a)に示す。イベントが関連部署や施工会社間をイベントが行き
来し情報伝達に多くの手順、時間数を要しており、情報基盤が未整備でタイムリーに情報





















ﾌ ﾟﾛ ｾ ｽ 数 ： 　 6 9
所 要 時 間  1 0 5 分
ﾌ ﾟﾛ ｾ ｽ 改 善 後
ﾌ ﾟﾛ ｾ ｽ 数 ： 1 9
























                図 5-8 貯鉱量の確認作業 
 
５．１．４．２ 「土運船到着時刻の確認と対応」の事例検証 
施工 CALS 導入効果の対比を従来との対比により図 5-9 に示す。施工プロセスについて、



























































































































































































土運船 桟橋 船積 貯鉱 採土 ＪＶ出荷先



















(a) 土運船着時刻の確認作業の改善前 (b)土運船着時刻の確認作業の改善後 

















(a) ベルコン故障時の対応作業の改善前 (b) ベルコン故障時の対応作業の改善後 
         図 5-10 ベルコン故障時の対応作業の改善の対比 
 




















































































































































































































































５．1 ．４．４ 「重機の故障時の対応」の事例検証 
ダンプトラックのパンク、エンジントラブルなど突発の重機の故障時の対応の作業フロ
ーについて、施工 CALS 導入効果の対比を図 5-11 に示す。イベント共有によるステップの

















(a) 重機故障時の対応作業の改善前 (b) 重機故障時の対応作業の改善後 
           図 5-11 重機故障時の対応の改善の対比 
 



































































































































































































































































































































     表 5-1 パターン 1の採土量検討範囲のデ－タ 










       表 5-2 期間採掘量に対する岩種(土・軟・硬)別の数量(Lm3) 
岩種 土量（m3) 変化率 土量（Ｌm3)
土砂・軟岩Ⅰ 505,273 1.20 606,328
軟岩Ⅱ 737,603 1.35 995,764




岩種 土量（m3) 変化率 土量（Ｌm3)
土砂・軟岩Ⅰ 683,171 1.20 819,805
軟岩Ⅱ 730,588 1.35 986,294






 平成 13 年 7 月 16 日～9 月 30 日の破砕量は 40％程度であり設備運用上問題はないが、
10 月以降の破砕比率が高いので、近接地の施工時の実績破砕比率を採用し検討する。軟岩
Ⅱ実績発破比率を、56％（平成 13 年 4 月 6 日～7 月 16 日）で検討すると表 5-3 となる。 
 
            表 5-3 期間発破比率の計算集計 
  ＮＯ3,582,557
軟岩Ⅰ発破量（Ｌm3) 軟岩Ⅱ発破量（Ｌm3) 硬岩発破量（Ｌm3) 採土量（Ｌm3) 発破比率（％） 判定
65.0
出　荷　期　間
平成１３年１０月１日～平成１４年３月３１日 0 552,325 1,776,458  
 











A2-4 A2-3 A3-4 A3-3 A4-4 A4-3 A5-3
土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 445,882 土砂・軟岩Ⅰ 368,980 土砂・軟岩Ⅰ 97,374 土砂・軟岩Ⅰ 40,140 土砂・軟岩Ⅰ
軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 121,134 軟岩Ⅱ 172,297 軟岩Ⅱ 4,046 軟岩Ⅱ 1,961 軟岩Ⅱ
硬岩 硬岩 硬岩 12,509 硬岩 0 硬岩 0 硬岩 0 硬岩
B2-1 B2-2 B3-1 B3-2 B4-1 B4-2 B5-1
土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 27,884 土砂・軟岩Ⅰ 17,546 土砂・軟岩Ⅰ 15,097 土砂・軟岩Ⅰ 82,410 土砂・軟岩Ⅰ 88,724 土砂・軟岩Ⅰ
軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 20,291 軟岩Ⅱ 200,775 軟岩Ⅱ 275,438 軟岩Ⅱ 116,798 軟岩Ⅱ 375,223 軟岩Ⅱ
硬岩 硬岩 13,690 硬岩 113,449 硬岩 309,907 硬岩 258,136 硬岩 137,482 硬岩
B2-4 B2-3 B3-4 B3-3 B4-4 B4-3 B5-4
土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 3,457 土砂・軟岩Ⅰ 950 土砂・軟岩Ⅰ 0 土砂・軟岩Ⅰ 0 土砂・軟岩Ⅰ 0 土砂・軟岩Ⅰ
軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 400 軟岩Ⅱ 1,978 軟岩Ⅱ 66,933 軟岩Ⅱ 38,730 軟岩Ⅱ 72,187 軟岩Ⅱ
硬岩 硬岩 76 硬岩 99 硬岩 113,851 硬岩 331,591 硬岩 597,280 硬岩
C2-1 C2-2 C3-1 C3-2 C4-1 C4-2 C5-1
土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ
軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ
硬岩 硬岩 硬岩 硬岩 硬岩 硬岩 硬岩
C2-4 C2-3 C3-4 C3-3 C4-4 C4-3 C5-4
土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ
軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ
硬岩 硬岩 硬岩 硬岩 硬岩 硬岩 硬岩






















同様に、軟岩Ⅱ実績発破比率 56％（平成 13 年 4 月 6日～7月 16 日）で検討すると 
 
            表 5-6 発破比率の検討計算 
   
 
 
表 5-6 の結果となり、発破比率を所定の範囲内に押さえることが出来る。 
④時間当たりの破砕能力検討結果 
 破砕量を一時間当たりに換算し、破砕能力を検討すると図 5-7 の結果を得る。 
 
表 5-7 発破比率の検討 
     170 2,060 2,230 2,520 ＯＫ















A2-4 A2-3 A3-4 A3-3 A4-4 A4-3 A5-3
土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 445,882 土砂・軟岩Ⅰ 317,476 土砂・軟岩Ⅰ 97,374 土砂・軟岩Ⅰ 40,140 土砂・軟岩Ⅰ
軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 121,134 軟岩Ⅱ 78,501 軟岩Ⅱ 4,046 軟岩Ⅱ 1,961 軟岩Ⅱ
硬岩 硬岩 硬岩 12,509 硬岩 0 硬岩 0 硬岩 0 硬岩
B2-1 B2-2 B3-1 B3-2 B4-1 B4-2 B5-1
土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 27,884 土砂・軟岩Ⅰ 17,546 土砂・軟岩Ⅰ 15,097 土砂・軟岩Ⅰ 82,410 土砂・軟岩Ⅰ 88,724 土砂・軟岩Ⅰ
軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 20,291 軟岩Ⅱ 200,775 軟岩Ⅱ 275,438 軟岩Ⅱ 116,798 軟岩Ⅱ 375,223 軟岩Ⅱ
硬岩 硬岩 13,690 硬岩 113,449 硬岩 309,907 硬岩 258,136 硬岩 137,482 硬岩
B2-4 B2-3 B3-4 B3-3 B4-4 B4-3 B5-4
土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 3,457 土砂・軟岩Ⅰ 950 土砂・軟岩Ⅰ 0 土砂・軟岩Ⅰ 0 土砂・軟岩Ⅰ 0 土砂・軟岩Ⅰ
軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 400 軟岩Ⅱ 1,978 軟岩Ⅱ 66,933 軟岩Ⅱ 38,730 軟岩Ⅱ 72,187 軟岩Ⅱ
硬岩 硬岩 76 硬岩 99 硬岩 113,851 硬岩 331,591 硬岩 597,280 硬岩
C2-1 C2-2 C3-1 C3-2 C4-1 C4-2 C5-1
土砂・軟岩Ⅰ 174,004 土砂・軟岩Ⅰ 166,180 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ
軟岩Ⅱ 0 軟岩Ⅱ 0 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ
硬岩 0 硬岩 0 硬岩 硬岩 硬岩 硬岩 硬岩
C2-4 C2-3 C3-4 C3-3 C4-4 C4-3 C5-4
土砂・軟岩Ⅰ 33,418 土砂・軟岩Ⅰ 0 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ 土砂・軟岩Ⅰ
軟岩Ⅱ 0 軟岩Ⅱ 0 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ 軟岩Ⅱ







岩種 土量（m3) 変化率 土量（Ｌm3)
土砂・軟岩Ⅰ 505,273 1.20 606,328
軟岩Ⅱ 737,603 1.35 995,764
硬岩 811,429 1.65 1,338,858
合計 2,940,950
平成１３年７月１６日～平成１３年９月３０日の採土量
岩種 土量（m3) 変化率 土量（Ｌm3)
土砂・軟岩Ⅰ 1,005,269 1.20 1,206,323
軟岩Ⅱ 636,792 1.35 859,669

























           図 5-17 施工 CALS の役割 
 
施工 CALS の適用と個別技術による工法などの改善による、主たる効果をまとめたもの
を表 5-8 に、適用工事に高度情報化施工と施工 CALS を導入し運用した工程の実施フロー
の中に施工 CALS のそれぞれのシステムと実施した対策を表示したものを図 5-18 に示す。 
 具体的に、施工 CALS の適用による導入効果(表 5-8)は、 




























表 5-8 施工 CALS システムの適用と導入効果 
















従来：6 日／回   
今回：2 日／回 


















































イト内の協働の効果として第５章施工 CALS 適用の評価に記述する。 
 
５．２．１ 施工 CALS の利点 














































































(4) コスト低減に関する効果は、関空 1 期と関空２期の工事費の算定数値との対比より
検証する。 



















            図 5-19 関空 2 期の出荷目標と実績 
 
関空２期の実績は最盛期 2000 年 4 月より 2002 年 3 月の 2 年間の稼働結果は図 5-19 に
関空 2 期目標 
1 年間   １ヵ月   1 日 
1,000 万 m³  100 万 m³ 40,000 m³ 

























       図 5-20 振動管理基準値の目標達成比率の管理図 
 




５．２．２．2 出荷量(関空 1 期との対比)の検証 
 出荷量について本システムを適用工事で運用した場合の効果を図 5-19 に示す。このうち、
図 5-21(a)は１期工事(従来施工と呼ぶ)の１日あたりの生産量、施工期間 は 1988 年 10 月
～1990月 7月(Ⅰ期工事の最盛期)と図 5-21(b) は２期工事(施工CALS)の１日あたりの生産






































   
 
 
           (a) 1 期工事実績    (b) 2 期工事実績 















図 5-22 関空 1 期(1988 年 10 月～1990 年 7 月)最盛期の出荷実績 
 
図 5-21 は関西国際空港の１期工事の際に用いられていた機械と施工法を用いる場合（従
来工法と呼ぶ）を基準とし関空 2 期への適用工事で施工 CALS の運用とを比較した結果で
あり、1 年間の出荷量で 22％上回ったことを示す。図 5-23 で示すとおり，関空２期出荷当























































































































年間出荷量についても、関空１期(1988 年 10 月～1987 年 7 月を年間換算すると 7,925
千 m3/年)最盛期の出荷量と比較(図 5-22)すると、関空２期 24 ヵ月(2000 年 4 月 2002 年 3



























施工 時期 施工法 一期(100)との比較 　　一日出荷量
１期工事実績 昭和63年7月～22ヶ月間 従来工法 100 31,900 ｍ³／日
２期工事実績 平成12年4月～30ヶ月間 施工CALS 122 38,783 ｍ³／日
２期工事最大 施工ＣＡＬＳ最大値 144 46,000 ｍ³／日
 －132－ 
 





   ① バックホウ積込み理論値と実測値の比較 
  ② ホイールドーザ積込み理論値と実測値の比較 
   ③ 実績作業能力 
   ④ サイクルタイムの検証 
   ⑤ 作業効率の検証 





  ②改造を控除した実績燃料消費率とメーカー想定値との比較 
③出荷土量による実績燃料消費量 










表 5-10 に計算した積込み理論値と実績、図 5-24 に重機別積込みの時系列実績と平均値
を示す。表 5-11 に積込み効率値 E の実績と理論値の比較を示す。 














1,155 1.323 35 1,208 1.050 30 




軟岩Ⅱ 1,017 1.132 34   944 0.900 30 














         表5-11 積込み効率値Eの実績と理論値の比較 
 (バックホウ13.5m3) 
土岩分類 実績効率値 E 理論値 
土砂・軟岩Ⅰ 0.641 0.725(普通) 
軟岩Ⅱ 0.534 0.550(普通) 
硬岩 0.461 0.400(不良) 
 
(2) ホイルローダ（13.0m3）の積込み理論値と実測値の比較 
表 5-12 に理論値の積込み能力、バケット係数とサイクルタイムの実績値の比較を、表 5-13
に積込み効率値 E の実績と理論値の比較を示す。 


















1,105 1.272 41 824 1.025 40 





































表5-13 積込み効率Eの実績と理論値の比較 (ホイールローダ 13.0m3) 
土岩分類 実績効率値 E 理論値 
土砂・軟岩Ⅰ 0.720 0.650(普通) 
軟岩Ⅱ 0.594 0.450(普通) 
 
(3) 積込み機の実績作業能力の検証 
①バケット係数 K の検証 
 理論値と比較すると同等～最大約 30%増し、土砂積込みの実績では表 5-14 となる。 
ⅰ. バックホウ  平積み×1.274 ＝ 山積み 
ⅱ. ホイルローダ 平積み×1.182 ＝ 山積み『新 JIS 規格』 
 













ﾊﾞｯｸﾎｳ 14.0 1.323 13.5 10.6 1.274 
ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ 14.0 1.272 13.0 11.0 1.182 
 
ⅲ. バックホウでは、14.0m3 / 13.5m3（実積込土量 / 山積み土量）より3.9%増となる。 
ⅳ. ホイルローダでは、14.0m3 / 13.0m3（実積込土量 / 山積み土量）より7.6%増となる。 
積込み実績はⅲ～ⅳより、実績は『新JIS』山積み量を上回る積込み土量となったが、土
砂の積込み時における作業能力は、少なくとも『新JIS』山積みで算出できる事を示した。 
② サイクルタイム Cm の検証 
バックホウ理論値30秒に対し34～35秒 ホイルローダ理論値40秒に対し41～43秒であ
った。これは、大型重機の採用に加え、バケットを標準のものより大きくした事による。 
③ 作業効率 E の検証 



























 ①算出した理論運搬能力 Q(Lm3/h)を以下に示す（表5-15）。 
 
表 5-15 理論運搬能力 (Lm3/h) 
運搬距離 ｻｲｸﾙﾀｲﾑ 運搬量(m3/h) 
L(m) Cm＝4.0L+α(min) 土砂 軟岩 硬岩




積込機同様に、2000 年 3 月 ～ 2003 年 4 月において月稼働時間 200 時間を超えた機械
より算出した。平均作業実績は、399 m3/h(図 5-25)を得た。積込機と同様に施工上、採土
した物の土岩分類判別が不明瞭な為、土岩分類を考慮した（ pp34 表 3-1 参照）理論運搬
能力の加重平均にて検証する（表 5-15 参照）。土岩分類による加重平均による運搬実績は、
274 m3/h を得た。実績積込み能力を検証すると、平均積込実績 / 理論積込能力は、146% 
(=399/274)となり、実績が理論能力を上回る結果を得た。 










890m 実 測 値 (min) 理 論 値 (min) 
走行 (min) 2.81 3.56 
速度 (km/h) 38.0 30.0 
積込/排出等 (min) 3.83 8.00 
合計 ｻｲｸﾙﾀｲﾑ Cm (min) 6.64 11.56 
 
           表5-17 運搬サイクルタイムの 
実績効率値と理論値の比較 




















の容量を改造し、荷こぼれを減らした。40m3 / 60m3 → 48m3 / 67m3（平積み/山積み） 
②サイクルタイム Cm の検証 
実績では、理論値を約 40%も短縮する事が出来ている。運搬時のサイクルタイム短縮に
は、走行時間及び、積込/排出時間の短縮が必要とされる。特に、運搬距離が数 km にでも






































Cm = T1+T2+T3+T4+T5+T6 
T1 : 積込サイクルタイム×積込回数 
T2 : ダンプトラック位置決め時間 
T3 : （積車）走行時間 
T4 : 方向転換・ダンプ時間 
T5 : （空車）走行時間 
T6 : ダンプトラック積込待機時間 
と分けることができ、走行時間    = T3+T5 












  積込/排出時間（α）： 実績値 
T1 = (35×4)/60 = 2.33 
T2 = 30/60 = 0.50 
T4 = 60/60 = 1.00 
T6 = 0.00 
∴ α= T1+T2+T3+T5 = 3.83  
ちなみに、ハザマ機電部発信 2004 年度版 重機作業能力計算表では、α = 8.0 (90t 級)、
ダム工事積算の解説:財団法人ダム技術センターでは、α = 14.0 である。 
③作業効率 E の検証 
実績値では理論値の 12%減(=1-0.789/0.900)となった。運搬作業能力の算定の際、前述の 
α は積込み機に関係なく算定される。また、作業効率（E）についても、積込機と運搬機





 よって｛ Q＝60・q・f・E/Cm ｝を以下の式に置き換え、各係数を検証する。 
Q＝60・q・f / ( Cm1/E1 + Cm2/E2 ) 
q・f: 積載容量 (m3) 
Cm1 : 積込サイクルタイム (min) 
E1  : 積込作業効率 
Cm2 : 運搬サイクルタイム (min) 
E2  : 運搬作業効率 
 上記の式に代入する係数には以下の数値を用いる。 
Q   : 実測値 399m3/h 
q・f: 実測値 積載容量 56.0m3 
Cm1 : 積込実績サイクルタイム 
  Cm1 = T1 = 2.33 
E1  : 積込作業効率 
 重機別に土岩分類を考慮した実績平均値 
 E1 = 0.604 （5.3.積込機の実績）参照 
Cm2 : 運搬実績サイクルタイム 
 Cm2 = T2+T3+T4+T5+T6 = 4.31 
E2 = Cm2 / ( 60・q・f / Q - Cm1 / E1 )より 
 
            表 5-18 運搬実績と理論値の比較 
運搬 実績効率値 E2 理論値 積込 実績効率値 E1 






ⅰ. 搬土量  体積換算で行う（重量 20%以内）。 
ⅱ. 作業効率  運搬と積込とを分けて計算する。 
        作業効率（運搬）    0.9 
        作業効率（積込）    実機ベースで算定 
ⅲ. サイクルタイム  積込時間 実機ベースで算定 
走行速度        実機ベースで算定 
        ダンプトラックの位置決め 0.5 分 




        ダンピング・方向転換  1.0 分 

















   D475A-3 
   D11R 
95t級 642 634 
   D375A-3 63t級 391 
   D65EX 18t級 140 
ﾊﾞｯｸﾎｰ 
(ﾌﾞﾚｰｶ) 
   EX1800 
   PC1600 
13.5m3級 672(336*2) 632(316*2) 




   PC/EX200 0.7m3級 99 
ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ 
   992G 13.0m3級 597 
   WA800 11.0m3級 603 
   WA100 1.2m3級 63 
ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 
   HD785-3/5 
   777D 
91t級 753 699 
ﾓｰﾀｰｸﾞﾚｰﾀﾞ    16H 4.9m 198/213 
散水車 
   773B 30t 485 
 10t 213 
 






ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ・ﾊﾞｯｸﾎｰ・ﾌﾞﾚｰｶ 0.175 0.146 
ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ 0.153 0.128 
建設専用ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 0.085 0.071 
ﾓｰﾀｰｸﾞﾚｰﾀﾞ 4.9m 0.108 0.090 
 －140－ 
 
散水車 30t 0.085 0.071 




表5-21 重機メーカ想定燃料消費率 (l/kW-h) 
※参考 
作業条件(l/kW-h) 
良好 普通 過酷 
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 63～95t級 0.116 0.139 0.161
ﾊﾞｯｸﾎｰ 13.5m³級 0.125 0.133 0.155
ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ 
11.0～13.0 m³級 0.110 0.129 0.171






2000 年 3 月 ～ 2003 年 4 月において月稼働時間 200 時間を超えた機械より算出した。
平均実績値を以下表 5-22 に示す。 
 
表 5-22 燃料消費率 (l/kW-h) 実績 
重機名称 仕様 補正値(l/kW-h) 実績(l/kW-h) 割合 
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 
95t 級 0.146 0.165 113.1% 
63t 級 0.146 0.163 111.8% 
ﾊﾞｯｸﾎｰ 
(ﾌﾞﾚｰｶ) 
13.5 m³級 0.146 0.219 150.2% 
2.0 m³級 0.146 0.118  80.9% 
0.7 m³級 0.146 0.155 106.3% 
ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ 
11.0～
13.0 m³級 0.128 0.168 131.8% 
1.2 m³級 0.128 0.047  36.9% 
ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 91t 級 0.071 0.071 100.2% 
ﾓｰﾀｰｸﾞﾚｰﾀﾞ 4.9m 0.090 0.076  84.4% 
散水車 
30t 0.071 0.064  90.4% 

















改造前 11.0 781 124.7%
改造後 13.5 974 
 






改造前 12.3 634 105.8%





表 5-25 推定燃料消費率 
重機名称・仕様 推定燃料消費率(l/kW-h) 割合 
ﾊﾞｯｸﾎｰ 13.5m3級 0.176 120.7% 
ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ 13.0m3級 0.159 124.7% 
 
各重機の機能別に実績値を主要大型重機について標準値と比較について以下 1～4 に示す。 
 1. ブルドーザ (63・95t 級) → 10%増 
 2. バックホウ   (13.5m3級)   → 50%増（改造前推定 20%増） 
 3. ホイルローダ  (13.0m3級)  → 30%増（改造前推定 25%増） 











































































































図 5-26 燃料消費率 実績  ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ・ﾊﾞｯｸﾎｰ・ﾌﾞﾚｰｶ：補正値 0.146 
図 5-27 燃料消費率 実績  ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞ：補正値 0.128  ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ：補正値 0.071 




５．２．３．３ 出荷土量による実績燃料消費量（ 一期実績との対比 ） 





平成 元年度実績は 0.575 l/Lm3、昭和 63 年 10 月から平成 2 年 3 月の関空 1 期の最盛期
の実績は 0.568 ㍑/ Lm3であった。 
(2) 関空Ⅱ期工事  
平成 12 年度実績 は 0.447 ㍑/Lm3、平成 12 年 1 月から平成 12 年 3 月は 0.493 ㍑/Lm3、
平成 12 年 4 月から平成 13 年 9 月は 0.453 ㍑/Lm3であった。以下図 5-28 に比較図を示す。




















のであり、全体の配置された重機類の一年間(2000 年 4 月～2001 年 3 月)の稼働時間と重機
の馬力を乗じた ps・Hr を求める(表 5-26)。そして、その間の出荷量(10,995,500Lm3)を ps・
Hr で除した関空 2 期の年間(2000 年 4 月～2001 年 3 月)ps・Hr 当たり出荷量(B)と関空 1
期の ps・Hr 当たり出荷量(A)を比較するものである。ただし、関空 1 期と関空 2 期の地山
と工法の差異とを除外するために、全体とブルトーザを省いた ps・Hr で比較する。 
Ⅰ期工事 昭和63年10月～平成2年3月 　0.568 ㍑/Lm3
① 平成12年1月～平成12年3月 　0.493 ㍑/Lm3
Ⅱ期工事






















2000 年度(2000 年 4 月～2001 年 3 月)では、生産性は全体で 7.6％、ブルトーザ抜きで
13.4％の向上となった。 
 














機械種類 型式 番号 馬力(ps) 運転時間(hr) ｐｓ・ｈｒ
501 872 2,363.0 2,060,536
502 872 2,348.00 2,047,456
22 781 3,091.5 2,414,462
23 781 3,106.5 2,426,177
303 515 2,771.3 1,427,194
307 515 2,590.0 1,333,850
PC1600 820 2,970.0 2,435,400
EX1800 912 2,950.0 2,690,400
992G 811 2,984.8 2,420,632
WA800 800 2,864.5 2,291,600
91 1024 2,886.5 2,955,776
92 1024 2,899.5 2,969,088
93 1024 2,868.5 2,937,344
95 1024 2,870.3 2,939,136
96 1024 2,944.3 3,014,912
301 1024 2,870.8 2,939,648
302 1024 2,873.5 2,942,464
303 951 2,827.3 2,688,715
305 951 2,889.8 2,748,152













ｐｓ・ｈｒ当たり出荷量（Ｂ） 0.218 Lｍ3／ｐｓ・ｈｒ 0.285 Lｍ3／ｐｓ・ｈｒ
1期（平成元年）との比較
平成元年ｐｓ・ｈｒ当たり出荷量（ 0.203 Lｍ3／ｐｓ・ｈｒ 0.251 Lｍ3／ｐｓ・ｈｒ
生産性アップ率 （Ｂ／Ａ－１） 7.6% 13.4%
機械種類 型式 番号 馬力(ps) 運転時間(hr) ｐｓ・ｈｒ
501 872 1,670.0 1,456,240
502 872 1,750.50 1,526,436
22 781 1,768.0 1,380,808
23 781 1,780.3 1,390,375
303 515 678.5 349,428
307 515 1,614.0 831,210
PC1600 820 1,737.8 1,424,955
EX1800 912 1,659.3 1,513,236
992G 811 1,739.8 1,410,937
WA800 800 1,624.8 1,299,800
91 1024 1,650.3 1,689,856
92 1024 1,689.5 1,730,048
93 1024 1,696.5 1,737,216
95 1024 1,667.0 1,707,008
96 1024 1,723.5 1,764,864
301 1024 1,666.3 1,706,240
302 1024 1,665.6 1,705,554
303 951 1,663.0 1,581,513
305 951 1,671.5 1,589,597













ｐｓ・ｈｒ当たり出荷量（Ｂ） 0.207 Lｍ3／ｐｓ・ｈｒ 0.270 Lｍ3／ｐｓ・ｈｒ








2001 年度(2001 年 4 月～2002 年 3 月)では、生産性は全体で 1.7％、ブルトーザ抜きで















    







運搬重量 110ｔ×9 台で 1 日 11 時間の稼動とし、出荷量を満たす為に必要な値を以下の
ようにそれぞれ算出した。この結果をもとに目標サイクルタイムを 8 分 20 秒（500 秒）と
設定した。 
7,000t/日÷11hr/日＝7,000t/hr ･ ・ ・時間採土量 
  7,000t/hr÷（110t/台×9 台）＝7.07 回/hr ・ ・ ・時間当り投入回数 




平成元年ｐｓ・ｈｒ当たり出荷量（Ａ 0.203 Lｍ3／ｐｓ・ｈｒ 0.251 Lｍ3／ｐｓ・ｈｒ
生産性アップ率 （Ｂ／Ａ－１） 1.7% 7.5%
　　　　　　目標　8分20秒　(500秒)















図 5-30 運搬機の目標サイクルタイムと要因 
 
 (4) 積込み機械の作業サイクル（ＤＴ３台の場合）の目標 









       図 5-31 複数積込み機械の目標サイクルタイム 
 
(5) サイクルタイム調査表によるサイクルタイムの実測 
 図 5-32 に示すサイクルタイム調査表を用い積込機械・運搬機械の作業サイクルタイムを






















目標 130 秒 目標 35 秒
  
目標 8 分 20 秒（500 秒） 

















































3) 運搬時間の短縮 ：走路を直線化し、走路勾配を 5％以下と緩やかにし、走路幅も 30ｍ
から 50ｍに拡幅した。 
(7) サイクルタイムの実績 













表 5-28  サイクルタイム改善処置前後の比較 
 
      2000年6月        
走路改造、オペレーター教育前
2001年1～6月  平均 差 
サイクルタイム目
標500秒 
540秒 480秒 60秒 
積込時間   目
標130秒 
150秒 130秒 20秒 
ＤＴ切替時間  
目標35秒 
50秒 40秒 10秒 
時間採土量 
（ＤＴ3台） 
2,000ｔ 2,250ｔ 250ｔ 
 
５．２．３．６ 施工 CALS により収集したサイクルタイムによる検証 




る。積込み機械 1 台あたり、3 台～2 台のダンプトラックを配置しそのサイクルタイムが目













図 5-33 ダンプトラック運搬量の異常時のサイクルタイムデータによる検討例 
 
このように得られた多くのサイクルタイムのデータを解析し効率的な採掘であることを























図 5-34 重機組合せ別サイクルタイム集計樹形図 
 
















            図 5-35  土量管理作業の対比 
 
地形測量を実施し、採取計画を検討し、採掘数量を算出し、集計し、帳票を作成する、




















































































表 5-29 となる。この比較集計表より，爆砕対象地山量については 3,777 千 m³(21.5%)、火
薬使用量については 1,935.7t(52%)の低減が示された。 
 



















図 5-36 月次と累計爆砕対象地山量の比率 
 
（1999.12.15～2002.12.31）
発破係数 火薬使用量(A) 発破係数 火薬使用量(B)
（Lｍ3） （kg／Lｍ3） （kg） （Lｍ3） （kg／Lｍ3） （kg） １－B/A　（％）
盤下げ発破 6,891,000 0.15 1,033,650 5,406,000 0.11 594,660 42%
ベンチ発破 10,689,000 0.25 2,672,250 8,397,000 0.14 1,175,580 56%






































































































































本システムを実施工で運用した場合の効果を図 5-37 に示す。図 5-37(b)は１ｍ３あたりの














        (a) Ⅰ期工事実績     (b) Ⅱ期工事実績 









































Ⅱ期は低硫黄の重油を使用      
図 5-38 関空Ⅰ期とⅡ期の燃費比較    図 5-39 1m3の採土に必要な燃料消費量 
 
図 5-40 は 2000 年 6 月～2001 年 5 月の間のダンプトラックの平均運搬距離と燃費の推移
を図示したもので、図 5-38 の②の平成 12 年 4 月から平成 13 年 9 月の燃費実績の期間とほ














     図 5-40 ダンプトラックの平均運搬距離 
と燃費の推移図(2000 年 6 月～2001 年 5 月) 
 
また、図 5-41 の切羽距離と燃料消費量(2000 年 6 月～2001 年 8 月)についても相関係数



























Ⅰ期工事 昭和63年10月～平成2年3月 　0.568 ㍑/Lm3
① 平成12年1月～平成12年3月 　0.493 ㍑/Lm3
Ⅱ期工事




























関空 1 期   施工 CALS 


















 図 5-41 切羽距離と燃料消費量(2000 年 6 月～2001 年 8 月) 
 




基準とし、施工 CALS を適用した場合（運用期間は 2000.4～2001.3）とを比較した結果で
ある。これらが示すように日出荷量で 26％の増加，生産量１ｍ3 当りの重機燃料消費量で
21％の低減がなされている。また、施工機械の効率的な運用、火薬の最少使用などを通じ、























































































表 5-31 排出される CO2の削減量 










表 5-31 は関空Ⅱ期工事の平成 12 年 4 月～平成 14 年 11 月の間 32 ヶ月間の運用で、従来
工法の計画と比較して、24％のＣＯ2削減を示した。 
 






電気 使用量 0.439 KWh 0.441 KWh １KWｈ　＝ 0.28 kg
排出CO2 0.123 kg 0.123 kg
燃料 使用量 0.447 l 0.603 l １Kｌ　＝ 690 kg
排出CO2 0.308 kg 0.416 kg
火薬 使用量 0.047 kg 0.1106 kg １kg（火薬）＝ 0.69 kg
　製造時 排出CO2 0.032 kg 0.076 kg
火薬 使用量 0.047 kg 0.1106 kg １kg（火薬）＝ 0.17 kg
　発破時 排出CO2 0.008 kg 0.018 kg




使用量 0.441 KWh/m3 0.448 KWh/m3 １KWh当り0.28ｋｇ
排出ＣＯ2 0.123 ｋｇ/ｍ3 0.125 ｋｇ/ｍ3
使用量 0.603 ﾘｯﾄﾙ/m3 0.464 ﾘｯﾄﾙ/m3 １ｷﾛﾘｯﾄﾙ当り690kg
排出ＣＯ2 0.416 ｋｇ/ｍ3 0.320 ｋｇ/ｍ3
使用量 0.111 ｋｇ/ｍ3 0.0454 ｋｇ/ｍ3 火薬1kg当り0.69kg
排出ＣＯ2 0.077 ｋｇ/ｍ3 0.031 ｋｇ/ｍ3
使用量 0.111 ｋｇ/ｍ3 0.0454 ｋｇ/ｍ3 火薬1kg当り0.17kg
排出ＣＯ2 0.019 ｋｇ/ｍ3 0.008 ｋｇ/ｍ3









年度 出荷量 使用電力量 KWh/ｍ3 コメント
平成１２年度 11,018,555 4,841,160 0.439
平成１３年度 9,959,068 4,526,773 0.455 岩が硬くなっている
平成１４年度 6,321,306 2,864,184 0.453 岩が硬くなっている































について 55db、低周波振動は 95db とし、発破振動は兵庫県指導値 65db を下回る基準値と












年度 出荷量 燃料使用量 ﾘｯﾄﾙ/ｍ3 コメント
平成１２年度 11,018,555 4,927,990 0.447
平成１３年度 9,959,068 4,696,776 0.472 実車の登りはじまる
平成１４年度 6,321,306 3,031,134 0.480 実車の登り
計 27,298,929 12,655,900 0.464
年度 出荷量 火薬使用量 kg/ｍ3 コメント
平成１２年度 11,018,555 527,613 0.0479 出荷増に伴い発破比率増
平成１３年度 9,959,068 437,521 0.0439
平成１４年度 6,321,306 273,728 0.0433


































































記号 振動値 記号 振動値
□ ５０ｄB未満 □ ５４～５５ｄB未満
□ ５０～５４ｄB未満 □ ５５ｄB以上
凡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例









































基準値内 全測定数 割合 基準値内 全測定数 割合 基準値内 全測定数 割合 基準値内 全測定数 割合
（件） （件） （％） （件） （件） （％） （件） （件） （％） （件） （件） （％）
H.14.4 196 196 100.0 196 196 100.0 195 196 99.5 195 196 99.5
H.14.5 140 140 100.0 336 336 100.0 139 140 99.3 334 336 99.4
H.14.6 144 144 100.0 480 480 100.0 145 145 100.0 479 481 99.6
H.14.7 144 144 100.0 624 624 100.0 134 135 99.3 613 616 99.5
H.14.8 105 105 100.0 729 729 100.0 104 105 99.0 717 721 99.4
H.14.9 145 147 98.6 874 876 99.8 156 156 100.0 873 877 99.5
H.14.10 168 173 97.1 1042 1049 99.3 180 181 99.4 1053 1058 99.5
H.14.11 165 166 99.4 1207 1215 99.3 200 203 98.5 1253 1261 99.4
H.14.12 158 158 100.0 1365 1373 99.4 196 196 100.0 1449 1457 99.5
合計 1365 1373 99.4 1449 1457 99.5
振動値（基準値55dB以内） 低周波（基準値95dB以内）




















































(a) 工程数と人工数の比較        (b) コンカレントと情報量に関する成果 





















工程数 人工数 工程数 人工数
従来工法 施工CALS




















５．４ 施工 CALS による高度情報化施工の展開 
 






















土工事ではその支援システムとして施工 CALS を開発運用し高度情報化施工を適用した。 
ＪＶ職員、協力会社職員配置（常時）
Ⅰ期工事 Ⅱ期工事 Ⅰ期とⅡ期の差
採土地 重機稼働状況把握、ｻｲｸﾙﾀｲﾑ調査、 3 1 2
中央操作室(貯鉱) 破砕設備運転、貯鉱量監視 1.5 1 0.5
シップローダ(船積) ﾍﾞﾙｺﾝ運転、船積運転 1 1 0
桟橋詰所 土運船との連絡、桟橋との連絡 1.5 1 0.5
ＪＶ事務所 総合管理 1 0.4 0.6
協力会社事務所 管理補佐 1 0.2 0.8







 (1)NATM 工法における現場サイトでのコンクリートの品質管理 
(2)建造物内の配管の維持管理への適用 
    (3)その他の工事への適用 









































































①製 造運 搬履 歴情 報
・ 製造 開始、 完了 時刻
・ 出荷 、到着 時刻
・ 打設 開始・ 完 了時 刻
・ 運搬 時間( 製造～ 打設 完了 )
・ 検査 状況
・ 運搬 車両




・ 打設 開始・ 完 了時 刻







施 工者 技術 部門
発 注者 技術 部門
発 注者 現場 事務 所
■ Web環境による品質に関する情 報の即時 共有化
⇒ コンクリ トー の品質に関 する情報を即時に配信することにより情報の透明性を確保
















施工 者現 場事 務所
































図 5-49 NATM トンネル工法の品質情報の透明化と配信システムの例 
 
(2) 建造物内の配管の維持管理への適用 




























   図 5-50 建造物の配管情報の一元管理によるアセットマネジメントへの取組み 
 
(3)その他の工事への適用 
３次元 GIS を中核とした施工 CALS は情報の管理単位である情報ユニットの形状を、適
切に選択し、工事に応じて立方体、円筒状、馬蹄形、球状など自由に形状決定することに











































































































































2000 年は 88.0%(=260.5/366-70)、2001 年は 90.2%(=267/365-69)、と 2002 年では
85.1%(=247.5/365-74)となり、累計 3 年間の稼働率は 87.8％であった。 
2. 荒天、ワールドカップサッカーイングランドチームの練習による休止を除外した設備の
みのトラブルによる稼働率は、 2000 年で 96.1%(=260.5/366-70-25)、 2001 年で





 2001 年は、3.5 日であり 9.4 分/日(=3.5＊12＊60/267)、2002 年は、2.9 分/日(=1.0＊12




96.1 から 98.2％の稼働率を得た。以下に算定の根拠を示す。 
システム稼働率 A を以下の算定式より求める。 
A=MTBF／(MTBF+MTBR) ただし、A = Abailability 
不稼働日数 稼働率 稼働率
(荒天・
風・波 雨 船 山 トラブル) (トラブル)
2002年 1 31 16 9 6 15 72.7% 100.0% 621,723 621,723 38,858
2 28 22 4 2 6 91.7% 100.0% 858,823 1,480,546 39,037
3 31 20 5 6 11 76.9% 100.0% 793,886 2,274,432 39,694
4 30 22.5 4 3 0.5 7.5 86.5% 97.8% 854,673 3,129,105 37,985
5 31 22 7 0 2 9 91.7% 91.7% 780,897 3,910,002 35,495 ｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ練習
6 30 23 5 1 0.5 0.5 7 92.0% 95.8% 754,195 4,664,197 32,791 潮待ち
7 31 19 4 8 12 70.4% 100.0% 703,493 5,367,690 37,026
8 31 20 10 0.5 0.5 11 95.2% 97.6% 744,062 6,111,752 37,203
9 30 21.5 7 1.5 8.5 93.5% 100.0% 858,252 6,970,004 39,919
10 31 24 5 2 7 92.3% 100.0% 974,357 7,944,361 40,598
11 30 21.5 5 3.5 8.5 86.0% 100.0% 892,068 8,836,429 41,492
12 31 16 9 5.5 0.5 15 72.7% 97.0% 599,631 9,436,060 37,477
2002年 計 365 247.5 74 39 0 0 3 1.5 117.5 85.1% 98.2% 9,436,060 38,125
参考
2000年 計 366 260.5 70 25 0 0 10.5 0 105.5 88.0% 96.1% 10,751,881 40,214























MTBF = Mean Time Between Failure 
MTBR= Mean Time Between Repair 
2000年のMTBF2000=260.5日、MTBR2000=10.5日よりA2000=260.5/(260.5+10.5)=96.1％、
2001 年の MTBF2001=267 日、MTBR2001=5.5 日より A2001=267/(267+5.5)=98.0％、2002 年
の MTBF2002=247.5 日、MTBR2002=4.5 日より A2002=247.5/(247.5+4.5)=98.2％を得る。累
計では、MTBF∑=775 日、MTBR∑=20.5 日より A∑=775/(775+20.5)=97.4％を得る。 
④ 船積みロスタイムの集計データ 
 シップローダにより土運船への積込み時のロスの集計データでは、4 分/日のロスの実績












テム稼働率(Abailability)を算定すると、3 年間稼働では 97.4％。各年度は 95.1 から 99.0％
となった。各年度の稼働率の算定は以下に示すと 2000 年の稼働率は、MTBF2000=12＊
60=720 分、MTBR2000=29.0+4.0=35.0 分 A2000=(720-35)/720=95.1％となる。 




船積みロスタイムの実績は、1 日当たり 4 分平均とぼぼロス時間がゼロの積込みを実施し
た。 
 
表 5-40 船積みロスタイムの実績 




ロスタイム 分/日 90 4 86 
換算出荷量 ｍ3/日 5,571  248  5,324 




そのロス削減時間を積み込み量に換算すると 5,324m3/日(表 5-40)となり、年間 250 日稼








 表 5-41 の 1999 年 12 月より 2001 年 12 月の 2 年間の稼働によるタイヤ損耗調査と使
用可能時間の予想は、メーカーに差異はあるが全て 6,000 時間を上回っており、そのうち 2
社は 7000 時間を上回る予想となった。各タイヤメーカーには、積載量、走行速度、走路線
形など走行条件を提示し対策タイヤの検討後の稼働であったが、この予想時間は通常の使



















施工 CALS のシステム開発への取組み経緯と外部評価を、表 5-42 に示す。1998 年 4 月







外部からの評価は、2000 年 8 月の国土技術開発賞、2003 年 5 月土木学会技術開発賞、
2004 年 5 月日本機械化協会奨励賞、2005 年 11 月優秀論文賞などの栄誉とともに、2003




表 5-42 施工 CALS への取組み経緯と外部評価 
１ 1998 年 4 月 システム開発着手 
２ 1999 年 12 月 関空Ⅱ期出荷開始とともに運用 
３ 2000 年 3 月 
2005 年 6 月 
特許申請。 
特許登録。第 3687850 号 
４ 
 
2002 年 8 月 
    
(財)国土技術研究センター・(財)沿岸開発技術研究センター共催、 
国土交通省後援 国土技術開発賞受賞 




６ 2003 年 5 月 土木学会 土木学会賞 技術開発賞受賞 
7 2004 年 5 月 (社)日本建設機械化協会 奨励賞受賞 








投その 1 工事の外観写真を参考に示す 
(2) シルト分以下の細粒含有率試験 
75μ以下の細粒含有率をメスシリンダー法(写真 5-2)にて測定した 2002 年 1 月から 2002
年 6 月までの結果を参考資料として添付し、月次平均のメスシリンダー法による測定結果
を表 5-43 に示す。その測定結果は、品質管理基準のシルト分以下の細粒含有率 20 パーセ
ントに対して、データは月次平均で 6.6～7.6 パーセントと管理基準値のクリアを示した。 
 












   (a) 外観写真                 (b) 資料採取                 (c) 外観写真 
                      写真 5-1  外観試験 
 

























年月 平均 ％ 備考














本論文は、1986 年に関空 1 期工事をはじめ大阪湾臨海部の土地造成工事へ埋立て材料他
の供給を目的に採掘を開始した適用工事に、1999 年 12 月から始まった関空 2 期造成工事
向けの大量出荷と安定稼動へ本マネジメント技術を導入し、支援システムを開発し、施工
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残された課題としては、施工 CALS による高度情報化施工の汎用性と施工 CALS の管理
単位の適合性についての見解を示す。 





















図 6-1 高度情報化施工と施工 CALS の適用による LCC の低減への発展 
 
(2)施工 CALS の管理単位について 
各種データを格納し管理単位としたキューブの一辺の寸法を 10m としたため、格納させ
るデータを一部に代表値を採用したことが課題としてあげられる。本管理単位の容量 1,000
地山 m³は大型積込み機の 1 時間当たり積込み量に該当し、施工情報のリアルタイム化など
に大きな優位性を発揮したのは第5章に示したが、発破工法の盤打ち発破の発破高さが 3m、















































































工事にたずさわり、1991 年 5 月には事業責任者として赴任し、関空 2 期への立上げへ指揮・
監督する責任者の任にあったことから、本マネジメント技術の導入、支援システムを開発
と運用を施工実務を通じてその研究成果を取りまとめたものである。1986 年に関空 1 期工
事をはじめ大阪湾臨海部へ埋立て材料他の供給を目的に採掘を開始した適用工事が、1999
年 12 月より関空 2 期造成工事向けに出荷、2003 年 11 月に関空 2 期への出荷を完了、2005
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11. 施工 CALS により収集したサイクルタイムによる検証 





積込み機械 1 台あたり、3 台～2 台のダンプトラックを配置しそのサイクルタイムが目標























































係は、直線回帰し切片がマイナスの一次式となる。一次式より、3 セット DT9 台での時間
当たり採土量は 6,072～6,796t/時間程度が見込め、重機配置の組合せで、1 日の採土量の見
込みが予想できる。同様に、積込み機 4 台(予備機 1 台を含む)とダンプトラック 10 台(予備
機 1 台を含む)の 3～4 セットの組合せによる時間当たり運搬量を算定すると 3 セットで
77,000ｔ/日(3 セット 11h 稼働、45,000m3/日)～79,200t/日(4 セット 11h 稼働、46,000m3/
日)となり、運搬距離が長い硬岩が多いなど採掘条件が悪い場合には予備機を投入し 4 セッ























































































図 11-3  運搬距離と時間採掘量 
 
(2) 運搬距離とサイクルタイムの相関図 


















y = -0.7063x + 2370.6
y = -1.163x + 3344.6
y = -1.2021x + 2759.1
y = -0.6588x + 2750.9
y = -0.8956x + 2392.9
y = -0.4989x + 2555



















線形 (EX1800  DT2)
線形 (EX1800  DT３)
線形 (PC1600  DT2)
線形 (PC1600  DT３)
線形 (992G  DT2)
線形 (992G  DT３)
線形 (WA800  DT2)
2,000 t/h
3set 11h    66,000 t/日
1,800 t/h
4set 11h   79,200 t/日
2,330 t/h








































図 11-5 運搬距離とサイクルタイム(DT２台) 
 
図 11-4、図 11-5 より距離とサイクルタイムには相関があり、距離 1000m 以下では目標




 EX1800 と PC1500 のバックホウの 2 機種とホイールローダ(992G)について運搬距離と











































y = -0.706x + 2370.
R² = 0.215






























































y = -1.202x + 2759.
R² = 0.545





















y = -0.895x + 2392.
R² = 0.579







































         図 11-9 ホイールローダ(WA800) の運搬距離と採掘量 
 




















        図 11-10 積込み機別のダンプトラック平均走行速度 
 






















































積込み機別の平均サイクルタイムと平均走行距離の推移を、バックホウ 2 台(EX1800 と
PC1600)とホイールロー2 台(992G と WA800)についてそれぞれについてグラフ化した。こ
れは、運搬距離がサイクルタイムへどの程度影響するかなどを把握するためであり、その
結果は図 11-11 は EX1800(日立建機製)、図 11-12 は PC1600(コマツ製)のバックホウを示


















































































































































































































































と PC1600)とホイールロー2 台(992G と WA800)についてグラフ化した。図 11-15 は
EX1800(日立建機製)、図 11-16 は PC1600(コマツ製)のバックホウを示す。図 11-17 は
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図 11-16 バックホウ(PC1600)軟硬岩比率 






































































































































図 11-17 ホイールローダ(992G)軟硬岩比率 















図 11-18 ホイールローダ(WA800)軟硬岩比率 
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 品質管理データは、3.3.1.3 供給材料の品質管理基準に対し、その実施結果を 2002 年 1
月より約 6 か月のデータにて示す。 
 
 (1) シルト分以下の細粒含有率試験 




     表 12-1 シルト分以下の細粒含有率試験結果(2002 年 1 月～6 月) 
日時 測定値 
月次平均 備 考 
  データ ① データ ② データ ③ 平均
2002 年 1 月 7 日 7.8 7.7 9.3 8.3
7.6   
2002 年 1 月 10 日 6.4 7.5 11.2 8.4
2002 年 1 月 11 日 8.5 8.9 8.6 8.7
2002 年 1 月 12 日 9.4 10.9 13.4 11.2
2002 年 1 月 15 日 8 8.8 8.2 8.3
2002 年 1 月 16 日 3.1 4.1 3.4 3.5
2002 年 1 月 17 日 10.5 10.2 12.7 11.1
2002 年 1 月 18 日 7.0  6.2 6.4 6.5
2002 年 1 月 19 日 8.8 8.8 7.2 8.3
2002 年 1 月 21 日 7.6 8.8 7.4 7.9
2002 年 1 月 24 日 6.4 6.7 6.7 6.6
2002 年 1 月 25 日 5.9 6.2 5.9 6.0 
2002 年 1 月 26 日 6.3 6.4 6.1 6.3
2002 年 1 月 28 日 6.7 6.4 7.5 6.9
2002 年 1 月 29 日 6.1 6.9 6.4 6.5
2002 年 1 月 30 日 6.7 7.5 6.5 6.9
2002 年 1 月 31 日 8.4 7.4 7.8 7.9
2002 年 2 月 1 日 6.2 7.4 7.1 6.9
7.1   
2002 年 2 月 2 日 7.2 5.9 5.6 6.2
2002 年 2 月 4 日 7.9 6.6 7.8 7.4
2002 年 2 月 5 日 6.8 8.4 8.8 8.0 
2002 年 2 月 6 日 6.7 5.9 6.5 6.4
2002 年 2 月 7 日 6.4 6.0  5.0  5.8
 －196－ 
 
2002 年 2 月 8 日 7.6 7.4 5.9 7.0 
2002 年 2 月 9 日 7.6 6.7 7.2 7.2
2002 年 2 月 12 日 7.3 6.4 5.6 6.4
2002 年 2 月 13 日 9.8 7.3 7.7 8.3
2002 年 2 月 14 日 7.8 6.7 6.7 7.1
2002 年 2 月 15 日 7.1 7.8 6.8 7.2
2002 年 2 月 16 日 5.7 7.9 7.6 7.1
2002 年 2 月 18 日 7.4 8.5 6.3 7.4
2002 年 2 月 20 日 6.8 7.4 8.0  7.4
2002 年 2 月 21 日 8.6 7.9 7.4 8.0 
2002 年 2 月 22 日 7.4 7.2 5.7 6.8
2002 年 2 月 23 日 7.8 6.0  6.2  6.7 
2002 年 2 月 25 日 7.8 7.4  5.8  7.0 
2002 年 2 月 26 日 7.9 6.7 7.0  7.2
2002 年 2 月 27 日 8.3 7.6 8.8 8.2
2002 年 2 月 28 日 6.8 5.9 7.9 6.9
2002 年 3 月 1 日 7.3 5.6 5.8 6.2
7.0    
2002 年 3 月 2 日 6.9 5.9 6.2 6.3
2002 年 3 月 3 日 7.9 7.4 6.3 7.2
2002 年 3 月 4 日 6.7 6.6 6.9 6.7 
2002 年 3 月 5 日 6.4 5.7 7.6 6.6
2002 年 3 月 8 日 6.5 6.6  6.3  6.5
2002 年 3 月 9 日 7.6 7.4 5.9 7.0 
2002 年 2 月 9 日 6.7 6.6 6.1 6.5
2002 年 3 月 11 日 6.4 7.5 7.8 7.2
2002 年 3 月 12 日 6.6 6.4 7.3 6.8
2002 年 3 月 13 日 5.8 6.4 7.1 6.4
2002 年 3 月 14 日 7.5 8.3 7.3 7.7
2002 年 3 月 16 日 6.7 5.8 6.0  6.2
2002 年 3 月 18 日 7.6 6.8 6.2 6.9
2002 年 3 月 19 日 8.8 9.2 9.2  9.1
2002 年 3 月 20 日 6.0  5.7 6.1 5.9 
2002 年 3 月 22 日 7.6 7.1 7.1 7.3




2002 年 3 月 26 日 7.9 7.3  6.5  7.2 
2002 年 3 月 28 日 9.2 11.2 10.2  10.2
2002 年 3 月 29 日 6.9 7.9 6.4 7.1
2002 年 3 月 30 日 5.9 6.0  6.5 6.1
2002 年 4 月 1 日 6.9 7.1 7.1 7.0 
7.1   
2002 年 4 月 2 日 6.5 7.2 6.8 6.8
2002 年 4 月 3 日 7.8 6.9 7.2 7.3
2002 年 4 月 4 日 8.2 7.5 7.8 7.8 
2002 年 4 月 5 日 7.6 7.1 7.0  7.2
2002 年 4 月 6 日 6.9 7.9  7.5  7.4
2002 年 4 月 8 日 7.9 8.0  6.0  7.3 
2002 年 4 月 9 日 6.5 7.8 5.7 6.7
2002 年 4 月 10 日 7.1 7.4 6.5 7.0 
2002 年 4 月 11 日 9.0  10.0  8.5 9.2
2002 年 4 月 12 日 7.5 6.5 7.8 7.3
2002 年 4 月 13 日 6.1 7.9 6.5 6.8
2002 年 4 月 15 日 5.5 6.0  8.0  6.5
2002 年 4 月 18 日 6.9 6.6 6.0  6.5
2002 年 4 月 19 日 6.6 6.4 6.9  6.6
2002 年 4 月 20 日 7.7  6.2 7.0  7.0 
2002 年 4 月 22 日 7.8 6.9 6.3 7.0 
2002 年 4 月 23 日 6.4 7.3  6.9  6.9 
2002 年 4 月 24 日 7.4 7.6  7.0  7.3 
2002 年 4 月 25 日 8.0  7.5 8.4  8.0 
2002 年 4 月 26 日 6.0  7.0  6.0  6.3
2002 年 4 月 27 日 6.5 7.7  7.4 7.2
2002 年 5 月 1 日 5.8 6.5 7.1 6.5
6.6   
2002 年 5 月 2 日 6.6 5.5 7.3 6.5
2002 年 5 月 7 日 6.8 7.1 6.1 6.7
2002 年 5 月 8 日 7.4 6.9 7.6 7.3 
2002 年 5 月 9 日 6.2 5.9 6.0  6.0 
2002 年 5 月 10 日 6.5 5.6  6.5  6.2
2002 年 5 月 13 日 6.5 8.1  7.9  7.5 
2002 年 5 月 14 日 7.4 7.5 6.9 7.3
 －198－ 
 
2002 年 5 月 15 日 6.1 7.1 7.4 6.9
2002 年 5 月 16 日 9.6  8.8  8.7 9.0 
2002 年 5 月 17 日 7.4 6.0  7.1 6.8
2002 年 5 月 18 日 7.6 7.2 6.0  6.9
2002 年 5 月 20 日 6.1 7.6  6.2  6.6
2002 年 5 月 21 日 7.3 7.9 7.1  7.4
2002 年 5 月 22 日 6.9 7.0  7.1  7.0 
2002 年 5 月 23 日 6.1  6.4 7.9  6.8 
2002 年 5 月 24 日 6.7 6.3 6.9 6.6 
2002 年 5 月 25 日 7.8 6.5  6.9  7.1 
2002 年 5 月 27 日 7.2 5.7  5.8  6.2 
2002 年 5 月 28 日 5.9  7.1 6.0  6.3
2002 年 5 月 29 日 7.4  7.5  6.4  7.1
2002 年 5 月 30 日 7.1  8.1  8.4  7.9
2002 年 5 月 31 日 5.9 5.8  7.6 6.4
2002 年 6 月 1 日 5.5 6.3 6.1 6.0 
6.8   
2002 年 6 月 3 日 6.3 6.0  6.2 6.2
2002 年 6 月 4 日 5.5 7.9 6.9 6.8
2002 年 6 月 5 日 6.7 5.9 7.1 6.6 
2002 年 6 月 6 日 6.4 5.5 5.7  5.9 
2002 年 6 月 7 日 6.9 6.7  6.9  6.8
2002 年 6 月 8 日 7.5 6.8  6.9  7.1 
2002 年 5 月 14 日 7.4 7.5 6.9 7.3
2002 年 6 月 10 日 6.3 7.7 7.2 7.1
2002 年 6 月 12 日 8.0  7.7  7.4 7.7 
2002 年 6 月 13 日 6.6 6.9  6.4 6.6
2002 年 6 月 14 日 7.1 6.3 6.2  6.5




















































津名プロジェクトは、東京での計画業務、津名の現地事務所での準備作業から 1986 年 11
月佐野地区(現、淡路市津名町佐野)に現場事務所を設置、準備工事から設備(投入口、破砕、
貯鉱、ベルトコンベア、シップローダー）工事の着手、最先端技術の活用、工事参画者の
努力と地域の協力により短期間で完成し、1988 年の稼動以来 2005 年の設備撤去と造成完
了まで約四半世紀の長きにわたり、周辺地域を含めた地域産業、兵庫県、津名町（現在は
淡路市）、関西国際空港㈱、関西国際空港用地造成㈱など行政関係者をはじめ多くの関係者
の参画したものである。稼働当初より１５ヵ年の工事運営など稼働実績は、表 13-1 に示す。 
 

























1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 累計
昭63 平1 平2 平3 平4 平5 平6 平7 平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14












0 18 50 8 28 49 10 0 5 6 10 41 525 442 338 1530
火薬（事業所） ● 協会 ● 協会 ● 県知事 ● 五団体





















































































1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 累計












0 18 50 8 28 49 10 0 5 6 10 41 525 442 338 1530
地盤振動計測
低周波振動計測





火薬（事業所） ● 協会 ● 協会 ● 県知事 ● 五団体
火薬（個人） ● 協会 ● 協会 協会 ● ● 県知事
安全 ● 県労働局長進歩賞
技術 ● 国土技術開発賞
注）爆薬の年間消費量は、2003年1月31日時点の数値である。
表彰関係
年　　　度
主な出荷先
主な取組み
発破工法
爆薬の年間消費量（ｔ）
盤打ち発破 重機併用盤打ち発破
重機併用ベンチ発破
制御発破
